
１．重要な会計方針

(１)  棚卸資産の評価基準及び評価方法

　薬品及び材料の評価方法は、先入先出法による原価法を実施している。

(２)  固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産　－　定額法による減価償却を実施している。

　無形固定資産　－　定額法による減価償却を実施している。

　一括償却資産　－　３年均等償却を実施している。

　リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引）　

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっている。

　　なお、リース取引１件あたりのリース料総額が３００万円以下のリース取引は、

　　賃貸借処理によっている。

(３)  引当金の計上基準

　退職給付引当金　－　期末退職給与要支給額の１００％に相当する金額から、中小企

　　　　　　　　　　業退職金共済制度からの支給額を除いた金額を計上している。

　賞与引当金　　　－　職員に対する賞与（期末勤勉手当）の支給に備えるため、支給

　　　　　　　　　　見込額のうち当期に帰属する金額を計上している。

(４)  消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式により行っている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

210,000,000 0 100,000,000 110,000,000

0 100,000,000 0 100,000,000

210,000,000 100,000,000 100,000,000 210,000,000

特定資産

260,935,573 30,805,259 806,743 290,934,089

253,052,944 14,000,000 6,452,600 260,600,344

20,000,000 0 0 20,000,000

43,000,000 0 0 43,000,000

117,054,000 0 0 117,054,000

694,042,517 44,805,259 7,259,343 731,588,433

904,042,517 144,805,259 107,259,343 941,588,433

財　務　諸　表  に 対 す る 注 記

科　目

基本財産

　投資有価証券

小　計

　退職給付引当資産

　減価償却引当資産

小　計

合　計

　修繕積立資産

　財団事業推進積立資産

　ＭＲ装置取得積立資金

　定期預金



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

110,000,000 (110,000,000) -            -            

　投資有価証券 100,000,000 (100,000,000) -            -            

210,000,000 (210,000,000) -            -            

290,934,089 -            -            (290,934,089)

260,600,344 -            (260,600,344) -            

20,000,000 -            (20,000,000) -            

43,000,000 -            (43,000,000) -            

117,054,000 -            (117,054,000) -            

731,588,433 - (440,654,344) (290,934,089)

941,588,433 (210,000,000) (440,654,344) (290,934,089)

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

42,468,789 31,020,472 11,448,317

382,679 154,750 227,929

15,728,344 14,357,240 1,371,104

395,632,971 328,856,634 66,776,337

162,676,916 123,764,069 38,912,847

37,855,880 36,884,211 971,669

654,745,579 535,037,376 119,708,203

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)

帳簿価額 時　価 評価損益 参考単価

100,000,000 97,070,000 △ 2,930,000 97.07

100,000,000 97,070,000 △ 2,930,000

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位：円)

0 15,287,736 15,287,736 0

0 6,238,098 6,238,098 0

0 21,525,834 21,525,834 0

種類及び銘柄

基本財産

　定期預金

　減価償却引当資産

　退職給付引当資産

小　計

特定資産

(うち負債に対応
する額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち指定正味財
産からの充当額)

当期末残高科　目

小　計

合　計

　什器備品

　車両運搬具

　構築物

　ＭＲ装置取得積立資金

　財団事業推進積立資産

　修繕積立資産

　建物附属設備

藤
沢
市

一般正味財産

合　計

　神奈川県第99回5年公募公債

貸借対照表上の
記載区分

科　目

補助金等の名称 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高
交
付
者

合　計

　ソフトウェア

　リース資産

合　計

保健医療ｾﾝﾀｰ運営
管理事業補助金



１．基本財産及び特定資産の明細

　基本財産及び特定資産については、財務諸表に対する注記において記載している。

２．引当金の明細

　引当金については、次のとおりである。

(単位：円)

目的使用 その他

260,935,573 30,805,259 806,743 290,934,089

26,566,862 29,426,288 26,566,862 29,426,288

287,502,435 60,231,547 27,373,605 320,360,377合　計

　賞与引当金

　退職給付引当金

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

附　属　明　細　書


